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概　要

　ソーシャル・イノベーションは「社会問題に
対する革新的な解決法」であり、「既存の解決
法より効果的・効率的かつ持続可能であり、創
出される価値が社会全体にもたらされるもの」
を指す。「地域におけるソーシャル・イノベー
ション」または「地域社会のイノベーション」
が地域イノベーションである。
　上記の地域イノベーション概念に内発的発展
論の概念を加え、「内発的地域イノベーション」
という概念を提唱する。それは「地域の自然環
境及び生態系に適合し、住民生活の基本的必要
と地域文化の伝統に根ざし、地域住民の協力と
多様な主体及びセクターの協働によって、発展
の方向と筋道をつくりだしていく創造的かつ革
新的な地域課題の解決」であり、またそれに向
かう「地域社会におけるライフスタイルや価値
観及び関係性の変容と、それに伴う制度や仕組
みの転換や産業・ビジネスの創出」全体を指す
ものである。
　生態学エコシステムの概念を比喩的に用い、
「複数の企業によって構築された、製品やサー
ビスを取り巻く共通の収益環境」をビジネス・
エコシステムと呼ぶ。本研究では、「複数の個人・
組織によって構築された、事業やアクションを
取り巻く共通の社会的インパクト環境」として
ソーシャル・イノベーション・エコシステムを
定義する。
　以上の概念を組み合わせ、「セクターを越え
た協働と住民の主体的参加により、複雑な地域
課題の解決を行う地域における多様なプレイ
ヤーによる機能的ネットワークであり、相互作
用と共進化により持続する自律的システム」と
して、内発的地域イノベーション・エコシステ

ムを定義する。

1．はじめに

　本論文は、急激な人口減少を迎える国内の小
規模自治体等において、地域課題に対応しなが
ら、しなやかに地域社会を維持・発展させてい
くプロセスや方法論の解明が必要との問題意識
に立脚するものである。その上で、そうした方
法論及び理論的枠組みとしての「内発的地域イ
ノベーション・エコシステム」について、基本
的な定義設定を行うことを目的とする。

2．地域イノベーションとは何か

2. 1　ソーシャル・イノベーションの定義

　ソーシャル・イノベーションという言葉の定
義だが、非常に多義的であり、まだ共通の定義
があるとは言い難い。だが「社会問題に対する
革新的な解決法」というのが最もポピュラーな
定義であり、「既存の解決法より効果的・効率
的かつ持続可能であり、創出される価値が社会
全体にもたらされるもの」をソーシャル・イノ
ベーションと指すことが多い。広い意味では、
社会の諸問題に対して革新的な課題解決をする
こと、特に従来の手法では解決できなかった問
題に対する接近手法の刷新を指すが、具体的な
問題解決方法や解決主体については、ソーシャ
ル・ビジネスから市民運動、NPO/NGO活動、
あるいはボランティア活動まで多様でありその
範囲は幅広い（新川 2013）。
　ソーシャル・イノベーションの意義は、社会
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業とよばれるソーシャル・ビジネス、ソーシャ
ル・エンタープライズ、あるいはコミュニティ・
ビジネスとされ、その担い手は社会起業家（ソー
シャル・アントレプレナー）とされる。これら
社会企業家は、革新的なビジネス手法で従来解
決されなかった社会問題、地域問題を解決する
存在である（新川 2013）。
　いっぽう欧州では以下の 2点がソーシャル・
イノベーションの条件として概ね合意がされつ
つあり、社会的企業や一般のイノベーション（技
術革新）とは別の概念であることが強調されて
いる。
　　①  社会課題やニーズにおける新たな対応

手段
　　②  社会における関係性・資源配分・価値観・

規範・行動様式の変化
　私自身は、ソーシャル・イノベーションとは
「いまある社会課題が発生しない仕組みへと社
会を革新（バージョンアップ）すること」であり、
またそれに向けたアイデアや行動、事業活動な
どの総称として捉えている。いわば、新しい「当
たり前」をつくることだと言える。そのために
は、当事者の視点に立脚し、より良い社会を主
体的かつ協同で実現していこうとする「社会運
動」性がソーシャル・イノベーションには必要
である。
　水俣病の患者たちとその支援者の運動の中で
語られていた表現として『じゃなかしゃば』と
いう言葉がある。これは水俣の方言で「こんな
んじゃない娑婆」という意味であり、さらに要
約すると「今のようでない世の中」という意味
である。ソーシャル・イノベーションは、こう
した社会の中で周辺化された当事者の思いに耳
を傾け、そうした苦悩がない状態が当たり前の
社会に向け、制度や仕組みを変えたり、新たな
社会的事業を立ち上げビジネス化したり、また
人々の価値観やライフスタイルの変革に向けた
アクションを起こし、「新しい当たり前」をつ
くっていく行為全体を指すものだと言えよう。
　次に、ソーシャル・イノベーションの担い手
である「ソーシャル・イノベーター」について
考えてみたい。この場合のソーシャル・イノベー
ターとは、単なる社会起業家という狭い概念の
みにはとどまらない。社会的起業というと、何
かしらのビジネスや経済循環を生み出す事業を
通して、市場原理を用いて社会課題を解決する

を変える力であり、私たちの暮らしを変える力
である。その基本は、持続可能で健康な暮らし
を送ることができる社会への改革であり、それ
は社会環境や社会問題を変えるだけではなく、
人々の環境適応能力を変えることであり、生
活の価値や様式を刷新することでもある（新
川 2013）。また「ある地域や組織において構築
されている人々の相互関係を、新たな価値観に
より革新していく動き」（野中ほか 2014）とい
う定義もあり、「人々が知識や知恵を出し合い、
新たな方法で社会の仕組みを刷新していく」営
み全体をソーシャル・イノベーションと指す考
え方もある。
　西村（2014）は「ソーシャル・イノベーショ
ンとは、社会において発生する諸問題を見出し、
自らの関心と思いに基づいた解決策として独創
的な事業手法を開発し、その具体的展開を通じ
て人と社会との関係へ働きかけ、新しい社会的
価値を創造していくこと」と述べている。
　まとめると、ソーシャル・イノベーション
は「社会の課題の新しい解決策であり、それに
より創出される価値が社会全体に広がること」
（Phills, Deiglmer, and Miller 2008）という「社会
の変化」に焦点をあてた概念であると言えよう。
　また服部ほか（2010）ではソーシャル・イノ
ベーションは「多様な社会、環境、経済の課題
に対して、思想や価値観のレベルまでさかの
ぼって社会のあり方を変革すること。その結果、
制度や文化において新たな価値が創出されるこ
と」と定義され、その変化の深度が重視されて
いる。価値の創出は、先駆的な解決策や事業モ
デルが「普及」することで生じる。これは、試
行された解決策が制度化する、あるいは、人々
の支持を受けることによって浸透することを意
味する。その結果、 課題への理解が深まり一人
一人の行動変容が生じる、あるいは異なる世代
やセクター間で共通認識が作られると考えられ
る。
　このようにソーシャル・イノベーションは、
社会の均衡条件あるいは社会システムの機能要
件を変えることを意味している。例えば、より
具体的には民間営利部門の活動、すなわち市場
を変えるイノベーションを想定することができ
る。企業の行動や消費行動を変えること、それ
によって新たな財やサービス、価値を生み出す
ことである。これらは、いわゆる社会（的）起
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に経済学や経営学からのアプローチが目立つ。
　また地域イノベーション論については、1990
年代初頭以降の北米地域における政策展開や
マイケル・ポーターによる競争優位論（Porter 
1998）を基礎としたクラスター導入（OECD 
2007）の点から広がりを見せており、理論的・
実証的・政策的な知見の蓄積が進んでいるとの
指摘もある（木南・古澤 2014）。また Regional 
innovation という意味合いにおいては、地域イ
ノベーションは「地域における革新的技術と産
業創出及びそのクラスター（集積）化」という
文脈での施策や研究が国際的にも一般化してい
るのも事実である。
　しかし地域イノベーションは、前項のソー
シャル・イノベーションの意味合いに即して捉
えるならば、「地域社会が抱える様々な社会課
題の解決につながる革新的な制度や仕組みづく
り、技術開発とその普及、ライフスタイルや意
識・行動の変容などの取り組みの総称」だとい
うように定義され得る。つまり「地域におけ
る（産業）イノベーション」ではなく、「地域
におけるソーシャル・イノベーション」または
「地域社会のイノベーション」として、本研究
では地域イノベーションを捉えたい。つまり、
Regional social innovation としての「地域（社会）
イノベーション」である。
　また遠藤（2015）は地域イノベーションを「コ
ミュニティを再建し、自治を拡充し、ソーシャ
ル・キャピタル（信頼・ネットワーク形成）を
蓄積しつつ、地域課題の解決に向かう革新的プ
ロセス」と定義している。本研究においても、
地域イノベーションを「単なる技術革新や産業
創出ではなく、地域社会における課題に対する
革新的な取り組み全体を指すものであり、また
さらに地域社会における問題を生み出す仕組み
や制度そのものの変革や、また文化の変容も伴
うホリスティック（包括的）なもの」として捉
えたい。

2. 3　�内発的発展としての地域イノベー
ション

　前項の「地域におけるソーシャル・イノベー
ション」「地域社会のイノベーション」との文
脈に従い、ここではさらに「内発的地域イノベー
ション」という概念の提起を行いたい。

ことを一般的に意味するからだ。
　しかし、前述したような「人々が共同で社会
の仕組みを刷新する」という営みの手段として
は、ビジネスによるもの以外に社会運動であっ
たり、公共政策であったり、住民主体のまちづ
くりであったりと、様々なものがある。しかし
そこに共通するのは、人々の協働であり、協調
行動である。
　何故なら、社会課題の背景にはそれを生み出
す人々の共通意識があり、その意識が具現化し
たものとしての制度や法律があり、またそうし
た社会システムを支える人々や様々な主体の関
係性があるからだ。であるならば、ソーシャル・
イノベーションとはつまり人々の意識や関係
性、そして最終的には制度や仕組みの変革に働
きかけるものであり、そうした社会変化を率先
して起こしていくのがソーシャルイノベーター
（社会革新者）だ、ということになる。

2. 2　地域イノベーションの捉え方

　地域イノベーションというと、一般的には地
域における新産業創出や技術革新といった、矮
小化された意味合いで捉えられることも少なく
ない。例えば文部科学省は「イノベーションシ
ステム整備事業」として『地域イノベーショ
ン・エコシステム形成プログラム』を 2016年
度より実施しており、そこにおいては地域イノ
ベーションとは「社会的インパクトが大きく地
域の成長とともに国富の増大に資する事業化プ
ロジェクト」と定義されている（文部科学省 
2019）。
　また経済産業省は、地域イノベーション支援
政策として「地域経済の活性化を図っていくた
めには、地域の潜在能力を結集してイノベー
ションを創出し、新事業・新産業を起こすこと
が必要です。そのために、地域の産学官ネット
ワークの強化によるイノベーション創出環境
の整備等を強力に支援します」と謳っている
（URL1）。
　このように日本国内においては各省庁が地域
イノベーションを「地域の経済的活性化に資す
る技術的イノベーションとそこから生まれる新
産業や雇用創出」といった意味合いで使用し、
政策化していることから、国内の地域イノベー
ション研究もこの定義に即したものが多く、特
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自然生態系に適合し、文化遺産（伝統）に
基づいて、外来の知識・技術・制度などを
照合しつつ、自律的に創出する」こととし、
「国内および国際間の格差を生み出す構造
を、人々が協力して変革すること」、ある
いは「多様性に富む社会変化の過程」と表
現している。
　また、玉野井（1979）は、「内発的地域主義」
を「地域に生きる生活者たちがその自然・
歴史・風土を背景に、その地域社会または
地域の共同体に対して一体感を持ち、経済
的自立性をふまえて、みずからの政治的・
行政的自律性と文化的独自性を追求するこ
と」と定義している。
　玉野井の説明によれば、「経済的自立性」
とは、「閉鎖的な経済自給」ではなく、「ア
ウトプットよりもインプットの面で、とり
わけ土地と水と労働について、地域単位で
の共同性と自立性をなるべく確保し、その
かぎりで市場の制御を企図しようとする」
ものである。

　このように、内発的発展論には様々な系譜が
あり、それぞれの文脈において発展してきた理
論であるとともに、学問的に明確な定義は定まっ
ていないと言える。しかし各識者の理論や知見
から内発的発展論の共通項を探るならば、それ
は以下に集約されるのではないかと考えられる。

　①　  地域外の資源やパラダイム、ヘゲモニー
（覇権）に依存するのではなく、地域の
自己決定や自律をもとにした開発・発展
モデルである。

　②　 地域内の様々な主体の協働による民主的
な発展モデルであり、地域の生態系との
調和を重視する。

　③　 地域の文化や風土に即した発展であると
同時に、経済的自立と政治的自律に基づ
く地域自治から生まれる発展である。

　上記の点に加え、本研究では鶴見（1999）の「そ
れぞれの地域の生態系に適合し、地域の住民の
生活の基本的必要と地域の文化の伝統に根ざし
て、地域の住民の協力によって、発展の方向と
筋道をつくりだしていくという創造的な事業」
（鶴見 1999：32）との定義に即し、「内発的発展

　第二次世界大戦後、世界では工業化・近代化
に向けた開発が急激に進められていた。国家主
導の外発的・画一的な経済発展中心の開発は、
戦後の日本にも広がりを見せ、後に公害問題の
多発、地域間の不均等発展、過密・過疎問題と
いった社会問題を生み出す要因となっていく。
そうした社会情勢の中で「深刻化する問題群へ
の対策とともにパラダイム自体の転換を促す動
き」（松宮 2007）として現れたのが内発的発展
論である。
　日本国内における内発的発展論に関する議論
については、1970年代半ばに社会学分野の鶴
見和子が紹介、提唱したものが端緒だとされ
るが、そもそもはタグ・ハマーショルド財団
が 1975年の国連経済特別総会報告で「内発的」
という語を用いたのがはじめだと言われている
（中川・宮地・高柳 2013）。
　いっぽう西川（1989）は、内発的発展の特徴
を次の 4点にまとめている。

　①　 経済学のパラダイム転換を必要とし、経
済人に代え、人間の全人的発展を究極の
目標として想定している。

　②　 他律的・支配的発展を否定し、分かち合
い、人間解放などの共生の社会づくりを
指向する。

　③　 組織形態は参加、協同主義、自主管理等
と関連している。

　④　 地域分権と生態系重視に基づき、自立性
と定常性を特徴としている。

　さらに濱口（2004）は「内発的発展論に関す
る研究の潮流は、80年代には鶴見和子らを中
心とする社会学・国際経済学の流れと宮本憲一
らを中心とした財政学・地域経済学の流れとい
うように、大きく 2つに分かれる」として、「一
般に鶴見理論は『運動論』的性格を、 宮本理論
は『政策論』的性格を持つと区別される」と指
摘している。
　また白井（URL2）は、内発的発展について
以下のように解説している。

　日本で、「内発的発展」（endogenous 
development）という言葉を最初に使った
とされる鶴見和子は、内発的発展とは「そ
れぞれの地域の人々および集団が、固有の
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常にさまざまな種類の絶え間ない交換があり、
（中略）これらは重複、連結し、互いに相互作
用しあっている」と主張している。すなわち生
物は生物間のみならず、非生物的環境とも相互
に作用しあい、そのエネルギーの流れがエコシ
ステム内に栄養段階や生物の多様性、そして生
物と非生物部分間における物質の循環を作り出
している。ゆえにエコシステムは物理的な環境
とそこに生息する生物群集の相互作用から構成
される複雑なシステムである（八木 2017）。
　エコシステムの構成要素の一つである生物に
は、植物のように太陽エネルギーから有機物を
作り出す「生産者」や、その生産者を食べて生
活する「消費者」、そして葉や枝、他の生物の
死体を土の中で分解して再び植物（生産者）に
吸収できるようにする「分解者」がいる。また
これらの生物に加え、炭素や窒素などの「無機
物」、生物と非生物を結ぶ「有機化合物」（タン
パク質、炭水化物腐植質など）、そして空気や水、
環境、気候などの物理的諸要因がエコシステム
の非生物的な構成要素である（巌佐ほか 2003 ; 
Odum 1983）。
　Odum（1983）は、エコシステムを機能化させ
ている基本的構成要素として ①生物群集 ②エ
ネルギー流 ③物質の循環 の 3つを挙げている。
　以上のことから、生態学におけるエコシステ
ムの特徴として以下の 3点が挙げられる（八木 
2017）。
　　① 「生物」と「（非生物的な）環境」を全体

として一つのシステムとみなす。
　　② 生物群集と物理的・化学的環境によって

構成され、構成要素は多種多様である。
　　③ 構成する要素間の相互作用によって機能

し成立している。
　また自然のダムをつくるビーバーのように、
他の生物の生息地を大きく改変する作用を持つ
生物のことをエコシステム・エンジニア（生態
系構築者）と呼んでいる。
　さらに、エコシステムにおける食物連鎖の最
上部に位置し、他の種の生存に大きな影響力を
持つ種のことをキーストーン種と呼んでいる。
キーストーン種は、生物群集の中でその種を取
り除くと非常に多くの他の種に多大な影響を与
える存在の種であり、またキーストーン種はエ
コシステムの健全性に大きな影響を与える種だ
と指摘されている（巌佐ほか 2003）。

としての地域イノベーション」（内発的地域イ
ノベーション）という新たな概念を提起したい。
　前項において、地域イノベーション（Regional 
social innovation）を「単なる技術革新や産業創
出ではなく、地域社会における課題に対する革
新的な取り組み全体を指すものであり、またさ
らに地域社会における問題を生み出す仕組みや
制度そのものの変革や、また文化の変容も伴う
ホリスティック（包括的）なもの」と定義した。
これにさらに上述の鶴見の内発的発展の定義を
加えたものが「内発的地域イノベーション」で
ある。
　つまり「地域の自然環境及び生態系に適合
し、住民生活の基本的必要と地域文化の伝統に
根ざし、地域住民の協力と多様な主体及びセク
ターの協働によって、発展の方向と筋道をつく
りだしていく創造的かつ革新的な地域課題の解
決」であり、またそれに向かう「地域社会にお
けるライフスタイルや価値観及び関係性の変容
と、それに伴う制度や仕組みの転換や産業・ビ
ジネスの創出」全体を指すものとして、本研究
では「内発的地域イノベーション」（Endogenous 
regional social innovation）という概念を定義する。

3　エコシステムとは何か

3. 1　生態学におけるエコシステム

　生態系（ecosystem）とは「ある一定の区域
に存在する生物とそれを取り巻く非生物的環境
をまとめ、ある程度閉じた一つの系と見なした
場合」の呼称であり、相互作用する動的で複雑
な総体としての生態学的な単位である。
　1935 年、イギリスの植物生態学者である
A.G.Tansleyによりはじめて「エコシステム（生
態系）」という概念が提唱された。そこでは、「あ
る地域に生息する多種類の生物全体と、それら
の生活の基盤になっている土壌や水、気象、海
流などの物理的・化学的な環境全体」とを一つ
のシステムとみなし、それをエコシステムと呼
んでいる。つまり、生物群集とそれを取り巻く
非生物的な環境とを合わせたものがエコシステ
ムである（八木 2017）。
　Tansley（1935）は、「エコシステム内では有
機体間だけでなく、有機体と無機体との間で非
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3. 2　ビジネス・エコシステム

　生態系の概念を比喩的に用い、「複数の企業
によって構築された、製品やサービスを取り巻
く共通の収益環境」をエコシステムとして表現
することがビジネス分野において増えてきた。
具体的には、ある特定のスマートフォンを中心
にアプリケーションソフト、電子マネー、イヤ
ホンや充電器などの関連製品が、つながりをも
つ全企業に収益をもたらす環境を構築している
例などが挙げられる。さらに起業家を取り巻く
ベンチャーキャピタルや大学などの研究機関、
メンター、行政機関などの支援の仕組み全体を
「起業エコシステム」として捉え、そうした環
境を整えることの重要性を指摘する研究も増え
ている。
　八木（2017）によると、ビジネス・エコシス
テムはMoore（1993）によって生態学における
「エコシステム」のアナロジーとして提唱され
た概念である。Moore（1993）は、企業を特定
の産業のメンバーではなく、多様な産業を横断
するビジネス・エコシステムの一部と捉え、企
業は企業間の競争的かつ協力的な相互作用を通
じて「共進化」していくと主張した。

　複数の種類の生物が同時に互いに影響を与
えながら進化するという考え方を「共進化」
（Ehrlich and Raven 1964）と呼び、例えば「花
はハチドリの形に合わせ、ハチドリも花からう
まく蜜を取るように花に合わせた形に進化した
結果、鳥の嘴は長くなり、花の形は深くなった」
などの例が挙げられている。
　このように、自然の生態系においては、何か
作為的にそのシステムを調整する機能による介
入が外部、また内部からなくとも、それぞれの
要素（生物）が相互に作用しながら、全体で安
定した定常状態が維持されている。
　そこでは、特定の種が増えすぎた場合、その
種を捕食する他の種が現れる。また外来種の侵
入や自然災害などにより、一時的にその生態系
が損傷しても、そのキャパシティの範囲内であ
れば、また元の状態に回復することができる。
そうした生態系の強靭さがレジリエンスと呼ば
れている（Zolli 2013）。
　福岡（2017）は「動的平衡 1」状態を維持し
得ることが生命の定義のひとつだと述べている
が、様々な生物種の集合とつながりにより形成
される生態系もまた、こうした動的平衡の機能
を持っていると言える（図 1）。

出典：大阪府ホームページ（URL3）

図 1　動的平衡状態を維持するエコシステム（生態系）の関係図

1 動的平衡（どうてきへいこう）とは、物理学・化学などにおいて、互いに逆向きの過程が同じ速度で進行することにより、系全体とし
ては時間変化せず平衡に達している状態を言う。
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省 2018）。そこでは、ビジネス・エコシステム
を「まさにビジネスの『生態系』であり、企業
や顧客をはじめとする多数の要素が集結し、分
業と協業による共存共栄の関係を指す。そして、
ある要素が直接他の要素の影響を受けるだけで
はなく、他の要素の間の相互作用からも影響を
受ける。企業や組織は、何らかのあるいは複数
のビジネス・エコシステムにおいて存在してい
る」と位置づけている。
　また椙山（URL5）は、ビジネス・エコシス
テム（事業生態系）という言葉が生まれた背景
として「近年、大企業といえども新たな事業の
立ち上げを単独で行うのが難しくなり、事業全
体の中で協業企業が何をするかを考えなけれ
ば、ビジネスがうまく回らない領域が増えてき
ました。つまり、既存の業種や業界といった枠
を超えた形での相互依存が不可欠になってきた
のです。それにつれて、こうしたエコシステム
をどのように管理するのかを考える必要も生じ
ています」と指摘している。
　さらに椙山（URL5）は「イノベーションを
起こすには、新たな技術の導入や様々なアイデ
アの結びつけが必要となるが、そうしたことを
これまでのように企業が単独で行うのではな
く、多くのプレイヤーが自分たちの得意とする
領域の技術やノウハウ、知見を持ち寄って事業
を発展させていくというのがビジネス・エコシ
ステムの基本的な考え方になる」という点を強
調している（図 2）。

　Moore以降、ビジネス・エコシステムを鍵概
念とする先行研究はいくつか存在するが、椙山・
高尾（2011）が指摘するようにビジネス・エコ
システムの概念はこれまで主に実業界で先行し
て用いられてきたため、その捉え方が研究者に
よって異なり、概念定義が不明確なままビジネ
ス・エコシステムが実在することを前提として
議論されてきたのが現状である。いっぽう、ハー
バードビジネスレヴューなどはじめ、有力なビ
ジネス系の研究誌や雑誌などでこの「エコシス
テム」は頻出ワードともなっており、いわばバ
ズワード化しているとも言える。
　日本国内においても、日本ユニシス（URL4）
が「複数の企業や団体がパートナーシップを組
み、それぞれの技術や強みを生かしながら、業
種・業界の垣根を越えて共存共栄する仕組み、
すなわちビジネス上の生態系」としてこのビジ
ネス・エコシステムを捉えており、このエコシ
ステム形成を企業戦略のひとつとして重要視す
る流れが生まれてきている。つまり、単なるネッ
トワークでもなく、また直接取引のある会社等
との従来型の連携でもなく「業種・業界の垣根
を越えて共存共栄する仕組み」としてビジネス・
エコシステムという概念が企業社会の中で広く
受け入れられつつあると言える。
　また省庁の施策においても、例えば総務省
発行の平成 30年度版「情報通信白書」におい
て、新たなエコノミーの形成事例としてビジネ
ス・エコシステムが取り上げられている（総務

出典：椙山泰生（2019）「ビジネスエコシステムとは」（URL5）

図 2　事業生態系の経営戦略観
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いる（森 2016）。
　また代表的なビジネス・エコシステム研究の
一つとして挙げられる Iansiti and Levien（2004a）
は、ビジネス・エコシステムを「多くの主体が
大規模に緩やかに結びついたネットワークから
形成されているもの ｣として捉え、ネットワー
ク科学やプラットフォーム研究の知見を加え
た。彼らは「決定的な競争は企業間で起きてい
るのではなく、企業ネットワーク間で起きてい
る」として、「企業のパフォーマンスは、独自
の能力と、競争相手や顧客、パートナー、サプ
ライヤーの観点からの静的なポジションだけの
機能ではなく、エコシステム全体とのダイナ
ミックな相互作用の機能そのものである」とし
ている。
　そしてビジネス・エコシステムは「①多くの
主体が大規模に緩やかに結びついたネットワー
クから形成されている。②各企業の健全性とパ
フォーマンスはエコシステム全体の健全性とパ
フォーマンスに依存する。③各企業は自分たち
の内部能力と残りのエコシステムとの複雑な相
互作用に同時に影響される」（Iansiti and Levien 
2004a）という特徴を明確化している。
　さらに Iansiti and Levien（2004a）は、ビジネス・
エコシステムにおける企業の健全性とパフォー
マンスがエコシステム全体の健全性とパフォー
マンスに依存している点に着目し、ビジネス・
エコシステムの健全性を評価するための指標と
して「生産性」「堅牢性」「ニッチ創出」の 3つ
を提示した。さらに、ビジネス・エコシステム
の健全性を長期的に維持するネットワークのハ
ブ的な企業に着眼し、生態学からのメタファー
を取り入れてそれらを「キーストーン（種）」
企業と呼んでいる（八木 2017）。
　そうしたキーストーンとしての中核企業が果
たす機能の分析から Iansiti and Levien（2004a）
は「健全なビジネス・エコシステムは、存在す
るか否かで生態系の性質が大きく変わってしま
うようなキーストーンとなるハブ企業あるいは
ルールが重要な役割を果たしており、それに
よってビジネス・エコシステムのパフォーマン
スが向上される」としている。またキーストー
ン企業は「ネットワークに偏在する重要な資源
と能力の創出、活用を通してエコシステムの全
般的な健全性を改善するような行動を取る」と
するなど、さらなる精緻化を行っている（八木 

　そしてその背景には、ビジネスにおける競争
が「単一企業間の競争から企業間ネットワーク
の競争へと移行」しつつある状況があり、そこ
において主に経営戦略や組織間関係に関する議
論に用いられるようになった分析視覚としてビ
ジネス・エコシステムという概念が近年発達し
てきたことがある（椙山・高尾 2011）。
　また椙山は、エコシステム自体が「特定の領
域にしか適合しない概念」だとし、「大企業が
社内に垂直統合のシステムを構築して成功して
いるようなケース」や「自由に動き回るプレイ
ヤーが多く存在し、誰にも調整できないような
混沌とした状態」ではエコシステムが成り立た
ないと述べている。つまり自然界の生態系とは
異なり、ビジネスの場ではプレイヤー間の調整
なしにはエコシステムは形成されないとしてい
る（URL5）。
　最初にビジネス・エコシステム概念を提唱し
たMoore（1993）は、企業を「単一産業の構成
員としてではなく、多様な産業をまたがるビジ
ネス・エコシステムの一部」として捉えた。そ
してそのビジネス・エコシステムにおいては、
企業は新たな技術革新をめぐってその能力を相
互進化（共進化）させ、エコシステム内での協
調や競争を通じて新製品を生み、また顧客ニー
ズを満足させるのであり、顧客やサプライヤー
とともに新しい価値やイノベーションを生み出
すのだとした（Moore 1993）。
　さらにMoore（1993）は、生態学におけるエ
コシステムと同様にビジネス・エコシステムも
構成要素の無秩序な集合からより組織構造的な
共同体へと段階的に移行する点に着目し、ビジ
ネス・エコシステムの発展段階を「誕生段階」「拡
大段階」「リーダーシップ段階」「自己再生段階」
の 4 つに分類している（八木 2017）。
　さらに Teece（2007）は、ビジネス・エコシ
ステムを「複数の企業が商品開発や事業活動な
どでパートナーシップを組み、互いの技術やリ
ソースを活かしながら、多様な企業や集団、消
費者、さらには社会を巻き込み、業界の枠や国
境を越えて広く共存共栄する仕組み」だとし、
それは「企業やその顧客、供給者にインパクト
を与えうる、組織、機関、個人のコミュニティ
であり、補完事業者、供給者、規制機関、標準
化団体、裁判所、研究教育機関をも含むもの」
とその参加プレイヤーの範囲を明確に定義して
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通基盤だ、としている。さらに服部（2013）は「エ
コシステムを構築するためには、起業家と資金
提供者の関係だけではなく、行政、企業、市民
社会の多様なリソースとの結びつきを拡大し拡
散させるように丁寧に仕掛ける必要がある。し
かも、文化の異なる多様な人々が交差する環境
の中では、調整役が最も求められるリーダーの
役割となる」として、エコシステムを形成する
リーダーシップの役割を強調している。
　本論では、「複数の個人・組織によって構築
された、事業やアクションを取り巻く共通の社
会的インパクト環境」としてソーシャル・イノ
ベーションのエコシステムを定義したい。つま
り特定の社会課題の解決や目指す社会像に向か
い、セクターや領域を越え様々な主体が協働し、
その変化を社会や地域全体に広げていくネット
ワーク全体の働きがエコシステムとして捉えら
れるのである。
　言い換えれば、ソーシャル・イノベーション
のエコシステムは「社会課題の革新的な解決」
を可能とする社会的生態系（エコシステム）で
あり、社会起業家やその支援者、また連携した
り時に敵対する様々な NPO、企業、行政、中
間支援組織、金融機関、財団、教育・研究機関、
メディアなどのマルチセクターの個人や組織か
らなる社会的ネットワーク及び関係性の総体で
もある。
　そしてビジョンやミッション、価値観をエコ
システム内のプレイヤー間で共有することによ
り、持続的かつ機能的な協働・連携が可能とな
り、コレクティブインパクトのネットワーク基
盤が生成される。またエコシステムのプレイ
ヤー間で公共財としての社会関係資本を涵養す
ることにより、ネットワークはより強固となり、
社会的インパクトを達成しやすくなる。
　そこでは社会起業家／組織レベル、業界／地
域社会レベル、国家／グローバルレベルなど、
テーマや社会課題に即した様々なエコシステム
の圏域やレベルが想定される。

3. 3. 1　�社会的起業家のための生態系ア
プローチ

　こうしたソーシャル・イノベーションのエ
コシステムに関する先行研究の代表的なもの
として、Bloom and Deesによる Cultivate your 

2017）。

3. 3　�ソーシャル・イノベーションのエコ
システム

　本節では、ソーシャル・イノベーションの核
となる行政機関、社会起業家、地域企業、NPO
といった各主体が、どのようにマルチセクター
のネットワークを形成し、その関係性を通じて
社会課題解決と価値創出を実現していくのか、
そのプロセスに着目し、それを「ソーシャル・
イノベーションのエコシステム」という視点で
論じていきたい。前節でのビジネス・エコシス
テム概念と同じく生態学のエコシステム概念を
アナロジーとして援用し、ソーシャル・イノベー
ションを可能にするネットワーク内の様々な構
成要素をひとつのシステムとして分析するのが
本節の目的である。
　ソーシャル・イノベーションや社会的起業と
いうと、どうしても社会的起業家などのヒー
ロー的な個人に焦点が当たる傾向がある。素晴
らしい社会事業を起こし、軌道に乗せた社会起
業家は大きく注目されるし、ともすればヒー
ローイズムに陥り、ソーシャル・イノベーショ
ンのプロセスも、リーダーや起業家個人の功績
として属人的に語られてしまうことも少なくな
い。
　だが実際には、「人々の意識と行動に変容を
もたらすことによって社会課題を解決し、社会
の仕組みや制度そのものをバージョンアップす
る」というソーシャル・イノベーションの持つ
大きな意味合いや目的において、中核的なソー
シャル・イノベーターや社会的起業家を軸とし
た様々な個人や組織のつながりや連帯のあり方
や質が極めて重要であり、そうした「社会革新」
に向けた人々のつながりの総体を、ソーシャル・
イノベーションのエコシステムと捉える視点も
また重要である。
　服部（2013）は「ソーシャル・イノベーショ
ンとは、多様な組織と人々の力を交差させ、知
のエコシステムを構築することによって、地理
的、文化的環境を超えて社会に変化を生じさせ
ること」であると述べている。そして、単なる
結びつきでは変化は起きず、だからこそエコシ
ステムが必要であり、つまりそれは「連携がと
れたネットワーク」であり、知を循環させる共
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とに焦点が当てられていた」ことが紹介されて
いる。さらに「この伝統的な枠組みによると、
業界は主に競合他社とサプライヤー、顧客で構
成されている。しかし、この伝統的アプローチ
は、補完的な製品を作る組織、組織が依存する
社会経済インフラ、および業界利益に影響を与
えるさまざまな機関、人々、および多くの他の
アクターや環境に十分注意を払っていない」と
述べている。
　そして「対照的に、生態系フレームワークに
は、組織が活動する幅広い環境が組み込まれて
おり、それはマイケル・ポーターの経済分析の
各要素を踏まえ、他の潜在的に重要なアクター
を追加し、ノンマーケット・フォース（市場の
外部にある力）を組み込んでいる」としている。
　そして「この枠組みは、急速に進化する政治、
経済、身体的、文化的環境において、相互に作
用するプレイヤーの複雑なシステムを活用しな
ければならない社会起業家にとって特に重要で
ある」点を論文内で Bloom and Dees（2008）は
指摘している。
　さらに、McLeod and Crutchfield（2007）を引
用し、「社会的セクターにおける影響力の高い
組織とは『彼らの周りの世界を変える』ことが
できる組織だ」としている。また「これら社会
セクター組織の経営者は、単に利益を最大化し
たりライバル会社との競争に明け暮れることは
しない。これは、誰が競合他社であり、サプラ
イヤー、ディストリビューター、および顧客な
のかを簡単に識別できる従来の業界とは違う点
である」と述べており、一般のビジネスにおけ
るエコシステムと社会セクターにおけるエコシ
ステムの違いを強調している。
　そして「その代わり、社会エコシステムの中
で相互依存し合っている様々なプレイヤーたち
を複雑に組み合わせ、動かし、社会変革を生み
出す必要がある。そして、新たな制度や仕組み
の設計やアレンジ、また個人の行動・ふるまい
を通して、こうした変化を促進しなければなら
ないのだ」と結論づけている。
　また Osberg and Martin（2007）が述べた「社
会起業家たちが『新たな平衡』を創り出すとき、
長期的に持続する社会変化が生まれる」という
点を強調し、「社会起業家たちがこうした社会
に深く根ざした持続可能な変化のパターンを確
立しようとする際に、エコシステム・アプロー

Ecosystem（Stanford Social Innovation Review, 
Winter2008）がある。この論文は、主に社会的
課題をビジネス手法を用いて解決していくこと
を目的とする社会的起業家が、いかに生態系ア
プローチを用いて社会的インパクトを増大させ
ていくことが可能かについて論じられている。
この論文の内容をまとめながら、ソーシャル・
イノベーションのエコシステムの概観を整理し
ていきたい。
　まず、Bloom and Dees（2008）は「社会的エ
コシステムは複雑であり結果が見えにくい。社
会変革は実験であり学びのプロセスであり、各
プレイヤーが変化にどう反応するかを予測し、
それに備えることが重要」と述べている。次に、
「これらの社会システムを理解し、変化させる
ためには、社会起業家はエコロジーから洞察を
借用し、生態系フレームワークを（活動に）利
用すべき」としている。
　また「生態学者はかつて、生物を孤立して研
究することの限界を発見し、有機体とその環境
との複雑な関係を考えることによってのみ、よ
り深い理解を得ることができることを発見し
た。彼らは、土壌や水などの環境要因が生物に
与える影響だけでなく、これらの生物が互いに
そして環境に与える影響にも目を向けるように
なった」として、「人間社会は生態系と同じよ
うに複雑で、さまざまな種類のプレイヤーや環
境条件がある。経営学者は生態学のエコシス
テムと経済システムの類似点を指摘しており、
近年経営戦略の研究者により、『生態系戦略』
（ecosystem strategy）という概念によって組織
経営戦略を導くためのアプローチが多数紹介さ
れてきた」と述べている。
　こうした経営学における「生態系フレーム
ワーク」の支持者は、組織が直面する広範な力
の複雑さとダイナミクスを理解することの価値
を強調しており、こうしたフレームワークは
ウォルマートやマイクロソフトなど自社の環境
を整えるのに長けている企業の成功を説明する
ために使用されてきた（Bloom and Dees 2008）。
　そして「ビジネス・エコシステムのアプロー
チは、主にマイケル・ポーターが提唱した産業
組織の経済フレームワークから出発しており、
この産業組織フレームワークにおいては、競争
上の優位性を獲得し、業界への新規参入者と
いった新たな脅威から利益を保護し獲得するこ
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トワークとしてのエコシステム概念をベース
に、「内発的地域イノベーションのエコシステ
ム」について考えてみたい。
　西澤ほか（2012）は「米国のボストン、シリ
コンバレー、オースチンでは、各地域が、大学
発ベンチャー企業の支援に向け、大学を中核と
した支援組織を地域エコシステムと呼び、地域
独自の取り組みを行い、より良い成果を求めた
地域間競争が行われ始めた。また、地域エコシ
ステムの拡大を目指して、連邦政府も地域支援
制度を創設するなど、全米に拡散させる促進策
が講じられてきた」として、「大学における先
端的研究成果の商業化を担う新規創業企業」の
群がるような創業を『篠業』と表現している。
　また西澤（2018）においては「ベンチャー企
業支援策としてわが国においても大きな注目を
浴びたクラスター論が、急速にエコシステム論
に転換されつつある」とし、地域エコシステム
構築に関する分析を行っている。
　佐々木（2018）は「エコシステムとは、新し
い価値創造の構想の実現に対して、人工物の開
発・生産によって貢献する多様なエージェント
（行動主体）の集合体である」として、「地域内
で関係する組織同士が連携して、多様な課題に
対処し、地域のダイナミズムを形成している状
態を地域エコシステムと呼ぶ」としている。
　このように、研究者によって地域イノベー
ションやエコシステムに対して様々な捉え方が
されているが、統一された定義はまだ確立して
いないのが現状である。しかしそこに共通して
いるのは、自治体や企業、大学といった「産官学」
の連携により産業創出や起業支援を地域で促進
するシステム作りという視座であり、生活者や
市民が主体というよりもトップダウンによる産
業社会のイノベーションとの色合いが強い。
　いっぽう本論文では、地域固有の文化や風土
に根ざし、地域住民の主体的参加と自己決定に
よる地域内の資源を最大限活用した発展論であ
る「内発的発展」の思想に即した地域イノベー
ションのエコシステムについて定義することを
目指している。しかしこの文脈での先行研究は
国内においてはほとんど見られないため、本論
文をもってその嚆矢（こうし）としたい。
　生態学のエコシステム概念を地域づくりや
ソーシャル・イノベーションの分野においても
援用し、地域社会という一つの区域の中でその

チは大変に役に立つものである」との言葉で論
文は締め括られている。

3. 3. 2　�ソーシャル・イノベーション・エ
コシステムの特徴

　このように、ソーシャル・イノベーションや
社会的起業のフィールドにおいても、エコシス
テムのフレームワークに関する研究が進みつつ
あるが、ビジネス・エコシステムの研究に比べ
るとそのボリュームはまだまだ小さいと言える。
　筆者は、ビジネスのみならずもちろんソーシャ
ル・イノベーションの分野においても、セクター
を越えた協働やネットワークにより社会により
よい影響を与えていくことのできるエコシステ
ムの構築は可能であるし、またそれを意識する
ことが極めて重要との立場に立つ。
　いっぽう、利益を媒介につながる一般のビジ
ネス・エコシステムの場合は、いかに持続的に
収益を出し続けられるかどうかがエコシステム
存続の鍵であり、中核企業はその「共同の利益
創出環境の維持」が重要な役割となってくる。
　しかしソーシャル・イノベーション分野のエ
コシステムの場合は、特にビジネス手法を通じ
た社会変革の場合に、もちろんビジネスを回し
ていく上での収益を上げ、エコシステム内で循
環させていくことは重要であるが、それ以上に
社会的起業家などのその「エコシステムの中核
プレイヤーが持つビジョンやミッション」を中
心軸にし、その「社会的インパクトの達成に向
けた効果的なエコシステム」を構築しうるかど
うかが、機能するエコシステムとなるかどうか
の重要な鍵になると思われる。
　そうした場合に、エコシステムの軸となる中
核プレイヤー（キーストーン）の役割は、その
エコシステムを通して達成したい社会的価値や
社会ビジョンをどのように他の構成プレイヤー
と分かち合い、共感の環を広げていけるかがプ
ラットフォーマーとしての重要な役割になると
考えられる。

3. 4　�内発的地域イノベーション・エコシ
ステム

　これまで見てきたビジネス及びソーシャル・
イノベーション分野での価値共創の機能的ネッ
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組織を「機械」と捉え、多元型は組織を家族と
捉える。そして、最新の組織の発達段階である
進化型（ティール）組織 2では、組織を「生命体」
と捉え、自主経営／全体性／存在目的 3という
3原則によりその組織内生態系が健全に営まれ
るとされる。
　この「ティール組織論」からの洞察を、地域
づくりの文脈に当てはめるならば、地域内の
様々な主体がそれぞれの現場において活動を自
主経営／自己組織化しながら、地域社会全体で
ビジョンや規範などを共有し、大きな目的を共
有しながら全体として生態系としての機能を発
揮している状態、と想定される。このように地
域社会内の地域イノベーション主体が内発的に
自己組織化され、自律的秩序形成がされた状態
が「内発的地域イノベーション・エコシステム」
だと考えられる。
　そこでは、地域づくりの様々な主体が、地域
のビジョンやコア・バリューを共有しながら、
互いの多様性や異なる価値観・行動様式、また
地域における役割を認め合いつつ、しかし中央
統制に依らない形で全体としてゆるやかなネッ
トワークを形成しながら、全体として機能する
システムを構築している。そしてそこでは、全
体の情報共有とフィードバックを媒介し、促進
するメカニズムが働いている。その調整機能の
中枢を担うのが中核プレイヤー（キーストー
ン）、または中間支援組織の働きである。
　そこにはビジネス手法による革新ももちろん
含まれるが、独自に画期的な制度づくりによる
自治体によるイノベーションや、地域住民や
NPOが主体となった人々の価値観やライフス
タイルに働きかける変革も含まれる。またそう
したマルチセクターの動きが断続的に営まれ、
協働し、地域社会のレジリエンスを高めながら、
人口減少していく日本の地域においても、地域
を持続させる大きな基盤となるのが、本論文で
対象とする「内発的地域イノベーション・エコ
システム」である。

中で実践される地域イノベーションの様々な構
成要素をひとつのシステムとして見立て、その
生成過程と動態を研究するために「内発的地域
イノベーション・エコシステム」という概念を
本論文において新たに提起する。様々な地域づ
くり主体が有機的につながり、全体で意味のあ
る系を中央統制に依らず自己組織的に形成して
いる状態が地域づくりにおけるエコシステムで
ある。
　「自己組織化（self-organization）」とは主に自
然科学の分野で提唱され、発展してきた概念で
あり、「自律的に秩序を持つ構造を作り出す現
象」のことを指し、自発的秩序形成とも呼ばれ
る。パターン形成の仕組みを理解するために、
物理学、化学、生物学、情報科学などに広く用
いられる概念であり、無秩序状態の系において、
外部からの制御なしに秩序状態が自律的に形成
されることをいう。
　昨今では、この自己組織化の概念が自然科学
分野のみならず、経済学や経営学、また組織開
発や地域づくりなど幅広い文脈で用いられるよ
うになってきており、社会科学分野でも「自律
的に秩序を持つ構造を作り出す現象」を表す概
念として成長しつつある。
　この自己組織化概念を地域社会に応用するな
らば、地域づくり主体がネットワークを形成し、
自律的に秩序を持つ構造を作り出す現象として
考えることができる。自然界においても多様な
生物が連なりつつ全体で生態系構造を自律的に
形成しているが、地域社会においても、多様な
地域づくり主体が自律的に地域を支え運営する
構造を作り出したならば、それを地域づくりの
生態系として捉えることが可能だろう。
　これは、地域社会をひとつの生命体として観
るメタファーから着想を得ている。昨今の組
織論においては、組織の発達段階を「順応型
⇒達成型⇒多元型⇒進化型」といったパラダ
イムの変化で現す議論が生まれている（Laloux 
2014）。このパラダイムにおいては、達成型は

2 組織開発研究家のフレデリック・ラルーが提唱した新しい概念の組織のありかた。1970年ころから生まれた組織形態で、ピラミッド
型組織ではなく CEO・経営陣と多くのチーム、サークルが信頼で結びついた組織。上限関係がなく、１人１人の構成員に自律的判断
が委ねられているのが大きな特徴。

3 ①自主経営：組織を取り巻く環境の変化に対し、指示を待たず適切なメンバーと連携しながら、迅速に対応すること ②全体性：メンバー
ひとり一人がもっている潜在性をすべて使って、組織を運営すること ③存在目的：創業者が決めたビジョンやミッッション・ステー
トメントとは違い、変化に適応した方向性のことを指し、その方向性は一部の限られた人が決めて推し進めていくのではなく、組織全
体として探求し続けていく中で立ち現れてくる（URL6）
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